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１．はじめに                                 

（１）本冊子の作成背景 

地域をより良くしていくために、様々な団体が連携・協力して、住民交流や高齢者等生活

支援、子ども支援・子育て支援、地域環境整備、地域産業活性化など、様々な活動に取り組

む動きが全国で広がっています。 

総務省では、このような活動をしている団体を「地域運営組織」と呼んでいます。 

平成２８年度に初めて調査をした時の形成数は 3,071 団体でした。毎年増加しており、

令和６年度には 8,193 団体となっています。 

一見、順調なように見えますが、現場では次のような「つぶやき」が聞こえてくることがあ

ります。みなさんの地域ではいかがですか？ 

 

図表１ 現場から聞こえてくる「つぶやき」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⾏政からの声かけがあった。あまり議
論のないまま既存の活動・体制をベ
ースに地域運営組織を設⽴した。
段々負担感が⼤きくなってきた。 

⾃治会等と地域運営組
織の役割分担が整理さ
れておらず、活動・体制
に重複感がある。 

活動のマンネリ化で、参加者が固定化し、
⼈数も減っている。新たに取り組みたい活
動のアイデアはあるが、その余⼒はない。 

地域運営組織の活動・体制を⾒直
す時期に来ていると思うが、どのよう
に進めればよいのかわからない。

異動により地域運営組
織の担当になったが、地
域運営組織の意義や⽀
援のポイントがわからな
い。補助⾦・交付⾦の事
務処理はできるけど・・・。 

地域運営組織
の活⼒が低下
しているが、どう
⽀援したらよい
かわからない。 

地域運営組織の
活動は⼤切だと
思うが、⽀援体
制や時間が⾜り
ない。 

地域運営組織 

市区町村の職員 
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（２）本冊子の作成目的 

地域運営組織の活動が持続可能なかたちで展開されていくことが大切だと考え、総務省

では、有識者による研究会を設置し、地域運営組織や市区町村、都道府県を対象とする実

態把握調査や、先進的な地域の取組を把握する実例調査を積み重ねてきました。 

こうした研究を通じてたどり着いたキーワードが「柔軟な最適化」です。 

「地域の実情に合った地域づくり」を進めていくためには、地域運営組織が設立された後

の地域課題や住民ニーズなどの変化を察知し、活動内容や組織運営に反映し続けていくこ

とが大切という考え方です。 

地域運営組織に関わる皆さんのつぶやきに応えるヒントとして、「柔軟な最適化」の考え

方や検討方法を紹介するために、この冊子を作成しました。 

 

図表２ この冊子に出てくる人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市区町村 

の職員 

地域運営組織 

中間支援者※ 

都道府県 

の職員 

地域づくりに 

関心がある人 

支援・連携 

支援 

支援 

関心 

支援 

住民等 

活動 

※「中間支援者」には、個人・団体の双方を含みます。 

個人（例） 学識経験者、コンサルタント、行政職員ＯＢ、先進的なＲＭＯのリーダー 等 

団体（例） 企業、ＮＰＯ、市民活動の支援団体・施設、大学ゼミ、先進的な RMO 等 

誘う 

支援 
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（３）本冊子の構成 

本冊子は、次の構成としています。 

●地域運営組織の概況              ・・・ 全国の特徴 

●「柔軟な最適化」に取り組もう        ・・・ 考え方、取組のヒント 

●「柔軟な最適化」に取り組んだ事例紹介  ・・・ 事例紹介 

●「柔軟な最適化」に向けた取組方法     ・・・ 取組方法 

●参考資料                     ・・・ 参考資料や事例団体等 

  ※本冊子は、「地域運営組織向け」と「行政向け」があります。 

  ※取組方法のところでは、例えばどのようなことに取り組めばよいのかをお伝えするために 

様々な事例を紹介しています。すべてをその通りにする必要はありません。 

「取り組みたい」と感じたことから、事例を参考に取り組んでみてください。 

（４）本冊子の活用方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

感想メモ 

 

 

 

 

本冊子を手に取っていただきありがとうございます。 
読まれた後に、次の３つのことをしていただけると嬉しいです。 

 １．読んだ時の気持ちを書き留めてみてください。 
 ２．この冊子のことを、周りの人にお知らせください。 
 ３．周りの人と、読んだ感想を共有してください。 

この冊子を「読む会」を開いてみてもいいでしょう。 

簡単ではないとは思いますが、「柔軟な最適化」の考え方がヒントとな
り、「地域の実情に合った地域づくり」の一助となれば幸いです。 

地域運営組織の形成方法等についてわかりやすくまとめた 
「平成 28 年度 研修用テキスト」や、市区町村と地域の方との話し合い
をうまく進めるための「令和元年度「ワークショップ手法」を活用した 
話し合いのすすめ」とあわせて、ぜひ本冊子をご活用ください。 

研究会 
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２．地域運営組織の概況                              

（１）地域運営組織とは 

地域運営組織は、その成り立ちや活動内容、運営方法などが様々です。 

実態把握調査に当たって、総務省では、次のように地域運営組織を定義しています。 

 

図表３ 実態把握調査の対象としている地域運営組織 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域運営組織（RMO︓Region Management Organization） 

 

 

（排⽔路の清掃・廃品回収等の環境美化活動、回覧板による住⺠相互の連絡などの⾃治会的活動に
とどまらず、次のような共助的活動を⾏っている組織。） 

<活動例> 
総合的なもの 市区町村役場の窓⼝代⾏、公的施設の維持管理（指定管理など） 等 
⽣活⽀援関係 コミュニティバスの運⾏、送迎サービス、雪かき・雪下ろし、家事⽀援（清掃、庭の

⼿⼊れなど）、弁当配達・給配⾷サービス、買物⽀援（配達・地域商店運営、
移動販売など）、交流事業（⼦育て、親⼦、多世代）、相談の場の確保 等 

⾼齢者福祉関係 声かけ・⾒守り、⾼齢者交流サービス 等 
⼦育て⽀援関係 保育サービス、⼀時預かり、⼦どもの居場所づくり、登下校時の⾒守り、⼦ども⾷

堂、学習⽀援 等 
地域産業関係 体験交流事業、名産品・特産品の加⼯・販売（直売所の設置・運営など）、農

林⽔産業等に関する資源管理 等 
財産管理関係 空き家や⾥⼭の維持・管理 等 

 
※以下のような取組を主とする団体は対象外 
・ ⾃治体が直営で実施する事業 
・ ⺠間事業者等が実施する事業を住⺠が利⽤する際の利⽤者負担軽減（敬⽼パス、医療費助成等） 
・ ⽣活協同組合、農業組合等における店舗経営、配達・移動販売 等 
・ 学校法⼈、医療法⼈、社会福祉法⼈等による事業（学校・保育所、病院、介護施設等）やそれに附帯する送迎等 
・ ⼀般の経済活動の⼀環として⾏われているもの 

地域の暮らしを守るため、地域で暮らす⼈々が中⼼となって形成され、地域内の様々な関
係主体が参加する協議組織が定めた地域経営の指針に基づき、地域課題の解決に向けた
取組を持続的に実践する組織 
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図表４ 活動事例のイメージ 

 

 

送 迎 サ ー ビ ス 

地域住民の移動を支える送迎サービスを始め

た。 

 

特産品の生産・地域住民の活躍の場づくり 

地域の特産品であるシシトウの選果場を開設し

た。地域住民の活躍の場・健康づくりにもつなが

っている。 

 

子 育 て 支 援 

地域の交流施設で、保育サービスや子ども食

堂、学習支援等を行っている。 

 

高 齢 者 交 流 サ ー ビ ス 

地域の高齢者が集まれるサロンや食事会を、定

期的に開いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域運営組織の団体名は、地域により様々となっています。 

以下は、２００団体以上が該当した名称です。 

 

〇〇運営協議会      〇〇まちづくり協議会 

〇〇コミュニティ協議会  〇〇地域づくり協議会 

〇〇自治協議会      〇〇自治会 

 

うち、最も多いのは「〇〇まちづくり協議会」でした。 
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（２）地域運営組織の概況 

地域運営組織の形成数は、平成２８年度以降毎年増加しており、令和６年度は 8,193 団

体となっています。地域運営組織が形成されている市区町村数も同様に増加し、令和６年

度は 893 自治体となっています。 

取り組んでいる地域課題の分野は、「住民交流」が最も多く、「防災・防犯・交通安全」、「生

涯学習・健康づくり」が続いています。 

 

図表５ 地域運営組織の形成数などの推移 

 

 

（資料）総務省「令和６年度 地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する調査」 

 

図表６ 取り組んでいる地域課題の分野 

 

（資料）総務省「令和６年度 地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する調査」 

 

3,071
4,177 4,787 5,236 5,783 6,064

7,207 7,710 8,193
609

675 711 742
802 814 853 874 887

0

200

400

600
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1,000

0

5,000

10,000

15,000

平成28 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和６

地域運営組織の形成数(⽬盛︓左） 地域運営組織が形成されている市区町村数（⽬盛︓右）

（団体数） （市区町村数）

85.4
65.8

60.1
56.3

67.0
61.7

20.6
15.2

13.7

0 20 40 60 80 100

住⺠交流
⽣涯学習・健康づくり

⾼齢者等の⽣活⽀援
⼦ども⽀援・⼦育て⽀援
防災・防犯・交通安全

地域環境整備
地域産業活性化

⾏政の代⾏
その他

（％）

893 
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（３）地域運営組織の課題 

地域運営組織が継続的に活動していく上での課題は、「活動の担い手となる人材の不

足」、「団体の役員・スタッフの高齢化」、「次のリーダーとなる人材の不足」など人材に関わ

る課題が多く挙げられています。 

また、「活動の担い手となる人材の不足」や「活動資金の不足」に対する支援が期待されて

います。 

 

図表７ 地域運営組織が継続的に活動していく上での課題と期待する支援 

 

（資料）総務省「令和６年度 地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する調査」 

79.2

62.1

61.8

57.0

48.7

43.7

40.2

32.1

24.5

22.9

19.2

12.0

12.0

9.3

8.4

3.8

2.3

5.6

34.5

20.9

25.3

22.6

23.2

15.7

34.1

12.7

17.7

8.7

12.0

9.4

9.2

7.3

6.9

2.4

1.3

4.4

0 20 40 60 80 100

活動の担い⼿となる⼈材の不⾜

団体の役員･スタッフの⾼齢化

次のリーダーとなる⼈材の不⾜

リーダーとなる⼈材の不⾜

事務局運営を担う⼈材の不⾜

地域住⺠の当事者意識の不⾜

活動資⾦の不⾜

地域住⺠の活動への理解不⾜

デジタル技術の活⽤が困難

⾃治会･町内会との関係､役割分担

会計や税務､労務などのノウハウの不⾜

⽅向性･ビジョンを決めるプロセスや⼿法がわからない

活動拠点となる施設（数、⾯積）の不⾜

活動に必要な物品の不⾜

事業を実施する上でのプロセスや⼿法がわからない

活動に適した保険がない

その他

特にない

継続的に活動していく上での課題 [n=8,193] 課題解決に当たり⽀援を期待するもの[n=8,193]

（％）
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３．「柔軟な最適化」に取り組もう                        

（１）「活動」と「組織運営」の見直しの必要性 

環境変化に応じた「活動」と「組織運営」の見直しの状況を尋ねたところ、57.6％が何ら

かの見直しをしていることが分かりました。一方、「活動」と「組織運営」の双方を見直してい

るのは 27.7%にとどまっています。 

地域運営組織の形成から時間が経過すると、地域課題や住民ニーズが変化していくこと

があります。また、活動の担い手においても、健康や家庭の状況変化等により、これまでど

おりの関わり方ができなくなってくる場合もあります。 

地域課題や住民ニーズが変化しているのに、「活動」や「組織運営」の見直しがされないま

ま継続されると、やがて活動が形骸化したり、担い手の負担感の高まりが増していくことも

あるでしょう。そうなると、重要性は認識しながらも、地域運営組織の活動に新たに参加す

ることを躊躇する人も出てくるかもしれません。 

 

図表８ 環境変化に応じた「活動」と「組織運営」の見直しの状況 

 

（資料）総務省「令和６年度 地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する調査」 

 

27.7

25.4

4.6

29.5

6.0

2.8

4.0

0 10 20 30 40 50

環境変化に応じて｢活動の⾒直し｣と｢組織運営の⾒直し｣の双⽅が
できていると思う

環境変化に応じて｢活動の⾒直し｣はできていると思う｡
｢組織運営の⾒直し｣はあまりできていないと思う

環境変化に応じた｢活動の⾒直し｣はあまりできていないと思う｡｢組織
運営の⾒直し｣はできていると思う

環境変化に応じた｢活動の⾒直し｣や｢組織運営の⾒直し｣はあまり
できていないと思う

設⽴してから時間がたっていないため､｢活動の⾒直し｣や｢組織運営
の⾒直し｣の必要性が低い

その他

不明

（％)

57.6%
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（２）「柔軟な最適化」のススメ 

「地域の実情に合った地域づくり」を継続していくためには、地域運営組織が設立された

後の地域課題や住民ニーズなどの変化を察知し、活動内容や組織運営に反映し続けていく

ことが大切となっています。 

このことをお伝えするためにたどりついたキーワードが「柔軟な最適化」です。 

「柔軟」という言葉には、「増やすこと」「維持すること」に過度にこだわらず、「減らすこと」

も選択肢としてもっていただきたいとの想いを込めています。「先輩から受け継いだ活動を

やめるわけにはいかない」という声を聞きます。でも、そのことで、現在の世代が疲弊して

は元も子もありません。先輩の想いを受け継ぎながら、活動や運営方法を見直していただ

ければと思います。 

「最適化」という言葉には、地域課題や住民ニーズなどの変化を察知し、活動や組織運営

に反映し続けて欲しいとの想いを込めています。 

 

図表９ 「柔軟な最適化」のイメージ 

活動の見直し 新たなニーズに対応した新規活動の実施 

 （例）公共交通の利便性の低下 → 移動支援 

ニーズの変化・縮小や体制の縮小に応じた活動の統合・縮小・廃止 

 （例）複数の活動の統合 

世代別でのイベント→多世代イベント（こども＋高齢者） 

分野別でのイベント→複合イベント（防災訓練×運動会）  

組織運営の見直し 地域課題の変化に対応するための活動を続けるための工夫・改善 

（例）動きやすい体制づくり 

（充て職の廃止、部会制の導入、部会の統合・廃止など） 

新たな資源の確保（ボランティアの確保、資金集めなど） 

   新たな外部団体との連携、中間支援者による支援の活用 

   運営でのデジタル技術の活用 
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図表 10 「柔軟な最適化」を通じた“活動”や“組織運営”の見直し 

 

 

分野 活動例 
住民交流 祭り・運動会・音楽会などのイベント 

交流事業 
多文化共生  

生涯学習・健
康づくり 

生涯学習 
文化・スポーツ 

健康づくり・介護予防 

高齢者等の生
活支援 

コミュニティバス・デマンドタクシーの運行 
送迎サービス 
高齢世帯等の雪かき・雪下ろし 
家事支援 
弁当配達・給配食サービス 

買い物支援（配達、地域商店の運営など） 
農業と福祉を組み合わせた活動 
声かけ、見守りサービス  
高齢者交流サービス 

子ども支援、
子育て支援 

子どもの学習支援、放課後児童クラブ  
子ども食堂の運営、フードドライブ 
青少年の健全育成 

食育、非行防止など 
保育サービス・一時預かり 
子育て中の保護者が集まる場の提供  

安全・安心 防災活動 
防犯活動 

交通安全 

地域環境整備 
  

地域の美化・清掃・草刈り 
除雪 

緑化、花壇づくり、ビオトープ、生態系の保全 
農村景観の保全、空き家などの維持・管理 

地域産業活性
化 

農業（農作業の受託を含む）   
農地の利活用 
農業用水路等の草刈りや泥上げ、農道等補修 

有害鳥獣対策  
観光     
特産品の加工・販売 

行政の代行 市区町村役場の窓口代行 公的施設の維持管理（指定管理など） 

その他 地域の調査・研究・学習 
郷土文化・文化財の継承 
集会施設の維持管理 
地域の諸団体の事務や活動の補助 

広報誌の作成・発行 
相談の場の確保   
移住支援  

 
 

 

 

 

 

“活動”の最適化“組織運営”の最適化

■趣旨

• RMOや、まちづくりの持続
性を高めるための組織運
営の最適化

■趣旨

• 住民参加や外部との連携
の中で、RMOが実施する
事業の最適化

■取組の具体例

• 事務局職員の確保、事務
局機能の拡充

• 部会や組織の再編・統廃合

• 人材の確保・育成

• ビジョンの作成・更新

• 対話の場の設置

■取組の具体例

• 新たな事業の実施

• 既存の事業の拡充、縮小、
統廃合等

• デジタル技術の活用

地域課題から

活動内容を見直す

活動に取り組める

ような組織運営

地域運営組織は成り立ちや活動、体制は様々であり、何か１つの

決まった理想形（ゴール）があるわけではありません。地域運営

組織それぞれが、環境の変化に応じて、何かを足したり何かを引

いたりしながら、その時々に応じて、みんなが大切だと感じられ

ることに力を注いでいただければと思います。  

多様な活動の展開 
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（３）「柔軟な最適化」の進め方 

「柔軟な最適化」という視点から、全国の事例をみていくなかで、「柔軟な最適化」と同様

の考え方で、活動や組織運営の見直しに取り組んでいる地域運営組織がありました。その

取り組みを参考として、「柔軟な最適化」を進めていくための手順を整理しました。 

【ステップ２】の「総括」（現状の検証と振り返り）をしっかりと行うことが最も重要です。こ

れができれば、最終ゴールの 7 割地点まで前進したといえるでしょう。「地域運営組織は何

のためにあるのか」、将来を見据えて「このままでよいのか」といったことについて、地域運

営組織に関わる関係者が共通認識をもち、「変わらなければならない」との認識に到達する

ことを最初に目指します。 

この認識に到達することができれば、次に目指すことは、検討会等の場を持ち、活動や組

織運営の見直しアイデアを出しあうことです。検討会の企画・運営にあたっては、市区町村

職員や中間支援者から助言を得ることも有効です。 

市区町村においては、地域運営組織からの相談への助言や、地域運営組織の取り組みを

サポートできる中間支援者の紹介をお願いします。 

 

図表１１ 「柔軟な最適化」に向けた取組の進め方 

ステップ 概要 

【ステップ１】 

「柔軟な最適化」に向け

ての学び 

この手引きを読むことや、市区町村が開催する勉強会に参加す

るなどして、「柔軟な最適化」の考え方や取組方法についてのイメ

ージを高めます。 

【ステップ２】 

現状の総括と取組方針

の検討 

「地域運営組織は何のためにあるのか」、将来を見据えて「このま

までよいのか」といったことについて運営委員会や役員会、事務

局などで協議し、「柔軟な最適化」に取り組むことを決定します。 

【ステップ３】 

「柔軟な最適化」に向け

た検討会の開催 

「柔軟な最適化」な最適化に向けての検討会を開催します。改め

て、地域運営組織の役割や大切にしたい考え方を共有し、活動や

組織運営の見直しアイデアを検討します。 

【ステップ４】 

「柔軟な最適化」に向

けたアクション 

見直しアイデアを整理し、「まちづくり計画」等にとりまとめます。

住民に周知するとともに、住民の理解・協力を得てアイデアを実

行します。 

【ステップ５】 

学び・交流・ネットワーク

の場への参加 

市区町村が設ける「学び・交流・ネットワークの場」に参加し、「柔

軟な最適化」に取り組んだ成果・課題を発表するとともに、他地

域での取組事例を学び、活動に活かします。 

（注）ｐ2２以降に具体的な進め方を示しています。ステップ５まで進めば、ステップ１に戻ります。 
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（４）「柔軟な最適化」に向けてのヒント（大切な考え方をまとめる） 

「柔軟な最適化」と同様の考え方で、活動や組織運営の見直しに取り組んでいる地域運営

組織においては、「地域の実情に合った地域づくり」を進めていく上で大切にしたい考え方

などを共有しています。みなさんの地域でも話し合ってみてください。 

●大切な考え方（例） 

主体性 

対話 

分担 

仲間 

挑戦  

振り返り 

みんなが「やりたい」「やってよかった」と思えるように 

みんなのつぶやきを起点に。ざっくばらんに話せる場をつくろう 

できる人が・できるときに・できることを 

人手が足りない時は、誘ってみよう 

アイデアを実行してみよう。上手くいかなかったら見直そう 

活動を振り返り、成果や課題を次の機会につなげよう 
・ 

 

図表１2 地域運営組織が共有し、大切にしていること 

目指す地域の将来像（佐用町） 

 

地域づくりの目指す目標像 ： 誰もが安心して暮らし、生き生きと活躍できる地域 

 

地域づくり協議会の役割 行政の役割 

身近な暮らしを守る   （自治会の補完機能の構築） 

地域の課題を解決する （地域課題の解決） 

地域の魅力を発見する （地域資源の発掘・活用） 

いろんな人が参加する （多様な主体の参画） 

地域活動の支援 

情報提供の実施 

行政の構造改革 

行財政改革 

・ 

（資料）佐用町「佐用町地域づくり協議会 あり方再構築の方針」 

みん活から見えてきた！ 押さえておきたい 5 つのポイント（佐用町） 

一．新しい人や若い人を巻き込めているか 

    積極的にメンバーを募り、少しずつでも若い人に任せてみよう！ 

二．やってよかったと思える工夫がされているか 

    ゴール到達以上に達成までの過程を楽しめる工夫をしよう！ 

三．引っ張っていく人に変化がみられるか 

    リーダーは正しい知識や情報を常に更新していこう！ 

四．現状の課題（組織）を認識し、解決しようとしているか 

    イベントや事業は目的を達成する手段。何のためにやるのかを再確認しよう！ 

五．複数人でやろうとしているか 

    負担が特定の人に偏らないように、役割分担を意識しよう！ 

（資料）佐用町地域づくり協議会「みんなの課題・みんなの工夫～みん活事例集～」 
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コミ協として活動する意義（新潟市） 

○住民自身で地域の課題を協力し合って解決し、地域づくりを進めることができる。 

○自治会や町内会単独で対応するには難しいことや、広域的に取り組んだほうが効率的・

効果的に取り組め、自治会・町内会のサポートができる。 

○多様な人材や団体が持つさまざまな情報や知見を活用することができる。地域課題の解

決や住民ニーズに応えることで、住民に喜ばれる活動ができる。 

○地域内の情報が集まっていることで、行政をはじめとする多様な団体と協働しやすい。 

→市の協働のパートナー 

○収益事業が実施でき、活動を発展・持続させる可能性が高まる。 

（資料）新潟市「新潟市地域コミュニティ協議会運営ハンドブック」 

 

人材育成・活動継続がうまくいくポイント（新潟市） 

·やることがわかりやすくなっている 

·押しつけられない 

·助けがある 

・負担がない 

·否定されない 

·受け入れられる 

·認められる 

・ほめられる 

·得意が生かせる 

·任せられる 

·やりたいことができる 

（資料）新潟市「新潟市地域コミュニティ協議会運営ハンドブック」 

 

多様な主体との役割分担や協働のポイント（新潟市） 

○顔の見える関係づくりとコミュニケーション 

 →お互いを理解し合い、取り組みを円滑に進めるための基本 

○相互理解 

 →相手の考え方ややり方を尊重しながら、自分たちのことも理解してもらい調整する 

○〝誰でもできるように〟任務と作業の「見える化」と「共有」 

 →助け合い、円滑な運営、引き継ぎにも役立つ 

○目的（理念）、目標、方針の共有 

 →理解できると自分から行動を起こしやすくなる 

○各自の経験や専門性、得意を生かす Win-Win（お互いにプラス）の役割分担 

 →効果が高まり、継続しやすい。「関わる人」や「できること」が増える 

○ゆるやかにつながる関係性を大切に 

 →できる部分だけ関わるのも OK。分担しながら気軽な参加や協力を促す 

（資料）新潟市「新潟市地域コミュニティ協議会運営ハンドブック」 
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（５）「柔軟な最適化」に向けてのヒント（組織運営を工夫する） 

環境変化に応じた「活動」と「組織運営」の見直しに取り組んでいる地域運営組織では、取

り組んでいない団体に比べて、次のことに取り組んでいる割合がやや多くなっています。 

 

図表１3「活動」と「組織運営」の見直しに取り組んでいる地域運営組織の特徴 

 見直しをしている団体の特徴 想定される効果 

計画 ○地域づくりのビジョン・計画 

・中長期的な地域づくりのビジョ

ン・計画を作成・更新している。 

・作成過程では、ワークショップ、

アンケートなど多様な手段で多

様な属性の声を把握している。 

「活動」と「組織運営」の見直しを含めて、

地域運営組織が取り組むことの概要と

体制、スケジュールを検討・整理するこ

とで、活動が実行されやすくなる。 

体制づくり ○部会の設置、部会の増減 

・分野別の部会を設置している。 

・部会の数が設立時から増減して

いる。 

部会の設置により、関連団体や関心を持

つ個人が参加したチームができ、アイデ

アが実行されやすくなる。部会長が次の

リーダー候補となることもある。 

○事務局の設置 

・役員とは別に事務局スタッフを

有給で雇用している。 

資料作成や会議運営、広報などの実務

を担うスタッフがいることで、組織運営

が計画的に進みやすくなる。行政や中間

支援者とも連携しやすくなる。 

人材の育成・

確保 

○人材育成 

・外部研修会の参加や、自主勉強

会の開催などの人材育成に取り

組んでいる。 

他地域の情報等に接することで、活動や

運営の見直し・改善につながる。また、相

談先となるネットワークが広がり、ノウハ

ウ等を教えてもらうことで、活動や改善

が実行されやすくなる。 

○人材確保 

・臨時ボランティアの募集、外部

人材（集落支援員、地域おこし協

力隊等）の活用など、人材確保

に取り組んでいる。 

人手の確保に取り組むことで、一人当た

りの負担が減る。また、多様な経験・スキ

ル・ネットワークを持つ人が関わること

で活動が実行されやすくなる。 

活動拠点 ○活動拠点 

・多くの住民が訪れる公共施設等

に拠点を置いている。 

多くの住民が訪れる場所に拠点がある

ことで、住民と事務局スタッフの対話が

増える。活動を周知したり、事業への協

力が求めやすくなる。 
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 見直しをしている団体の特徴 想定される効果 

運営 ○自主事業による財源確保 

・自主事業の実施による財源の確

保に取り組んでいる 

様々なアイデアが出され、多様な人材が

関わることで、収益事業等へのチャレン

ジがしやすくなる。 

○デジタル技術の活用 

・団体情報の発信などにおいてデ

ジタル技術を活用している。  

 

検索で情報を得る時代において、ネット

から情報を得られることで組織や活動

が認知されやすくなる。また、活動への

協力も求めやすくなる。 

 

○中間支援者による支援の活用 

・中間支援者による助言・支援を

受けている。 

地域運営組織の活動や運営についての

知見を有する中間支援者の助言・協力を

得ることで、外部の財源（補助金・助成金

当）を得たり、ネットワークが広がるな

ど、経営資源の充実にもつながる。 

評価・改善 ○振り返り機会の確保 

・スタッフ間で振り返りの対話を

する場を設けたり、次年度事業

の検討の時にアイデアを出し合

っている。 

振り返りを行うことで、より効果があり、

効率的に取り組むことのヒントが得られ

る。提案したアイデア等が活かされる

と、活動に参加するモチベーションが向

上する。  

 

図表１4  集落支援員の活用について（参考） 

・集落支援員とは、地域の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウ・知見を有した人

材が、地方自治体からの委嘱を受けた人のことで、市町村職員と連携し、集落への「目配

り」として集落の巡回、状況把握等を実施しています。 

・専任集落支援員は毎年増加しており、令和 5 年度は 2,214 名となっています。 

・令和 6 年 11 月に総務省が実施した「専任集落支援員に対するアンケート調査」では、回答

者の 3 割が地域運営組織の事務局となるなど、地域コミュニティ組織を支える重要な人物

として活躍していることがわかりました。 

・集落支援員の委嘱方法は、「会計年度任用職員として任用したうえで委嘱」が最も多くなっ

ていますが、団体・法人に委託して委嘱しているケースもあります。 

→事務局スタッフの確保にあたって、集落支援員を活用していくことが考えられます。 

  関心があれば、市区町村に問い合わせてみてください。 
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４．「柔軟な最適化」に取り組んだ事例紹介 

(1)白石市 

白石市は、宮城県の南端に位置する人口約３万２千人の市です。（令和 2 年国勢調査） 

平成１６年に、地区公民館の指定管理者制度導入の受け皿となることを期待して、市内の

８地区に公民館組織を母体とした「まちづくり協議会」が設立されました。 

設立後、地区公民館の指定管理者として地域の諸行事や定型的な管理運営業務を中心

として取り組まれてきましたが、人口が大きく減少した一部の地域で小学校の統廃合をき

っかけに、持続可能な地域づくりに対する危機感が高まり、市等が開催した勉強会で足掛

かりをつかみ、地域を対象にした住民主体の地域づくりをテーマにしたセミナーを開催しま

した。 

「住民主体の地域づくり」に先行的に取り組み“活動”や“体制”を見直したまちづくり協議

会の活動や計画が刺激となって、他の地域にも波及し、市内の全地域で地区計画の策定に

向けた動きにつながっています。 

 

●地域運営組織の概要 

位置づけ  － 

名称  〇〇地区まちづくり協議会 

設立 平成１６年度 

地域単位 旧小学校区単位 （全市域で設立済み） 

団体数 ９ 

●地域運営組織の活動概要 

活動 ・地区公民館の指定管理委託 

・総合計画のまちづくり宣言の実現 

・第２層生活支援体制整備事業 

・放課後児童クラブ運営 

・放課後子供教室運営 など 

 

運営 計画 「地区計画」を策定 

体制 まちづくり協議会ごとに、会長、館長、事務長、臨時職員（各１人）を基本とする 

拠点 地区公民館 

財源 まちづくり交付金（“人と地域が輝く未来共創交付金”へ移行中） 

●行政による支援 

体制 

 

・担当職員（生涯学習課、まちづくり推進課）が定期的に巡回し支援 

・必要に応じて市が適切な中間支援者をマッチング 
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●「柔軟な最適化」に向けた取組 

 概要 

活動・組織運営

の振り返り 

■「白石笑顔未来塾」の開催（平成２９年） 

 中間支援者（川北秀人氏（IIHOE［人と組織と地球のための国際研究

所］代表者）を講師として招聘し、持続可能な地域と地域づくりのヒントを

学ぶセミナーを開催 

 その後、斎川地区で中間支援者（斎藤主税氏（NPO 法人都岐沙羅パート

ナーズセンター事務局長）を講師として招聘した「笑顔未来塾」を開催し、

住民主体の地域づくりに取り組む契機となった 

 

意義や方法の

共有 

■第５次総合計画 

 総合計画への、まちづくり宣言の掲載 

■第６次総合計画 

重点施策の一環として協働の施策の位置づけ、地区計画の策定推進の

位置づけ 

まちづくり宣言の実現や、地区計画の策定・実現支援、中心部のまちづ

くり協議会の設立支援の位置づけ 

実例（モデル）

の形成 

■地区計画策定支援交付金制度の創設（令和３年度～） 

 地区計画を策定するための交付金制度 

横展開 ■定期的な勉強会の開催 

 どこの地区も学べるような場を必要に応じて設けている 

まちづくり協議会で部会等の体制について悩みが生じた際、勉強会を開

催したり、定期的に話し合い場を設けたりといった対策を講じている 

 

［参考資料］ 

第六次白石市総合計画 斎川公民館  
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●「柔軟な最適化」に取り組んだ地域運営組織の事例 

名称 斎川地区まちづくり協議会 

取組背景 ・白石市内でも、特に人口減少・高齢化が進行しており、コミュニティ拠点の小

学校が統廃合されるなど、住民に不安が広がっていた。 

・協議会は指定管理者として、公民館の管理運営業務を中心に取り組んでい

た。 

最適化の 

検討 

■「笑顔未来塾」を開催 

中間支援者（斎藤主税氏（都岐沙羅パートナーズセンター事務局長））を講師

として、地域づくりのヒントを見つけることができる勉強会を開催した。 

■専門家（中間支援者）の招聘 

 全住民を対象としたアンケートを実施し、住民の不安やニーズを把握した 

“若者会議”、“中堅世代会議”などを通じて行事、会議、組織の棚卸をした 

検討成果 ■“活動”や“組織”の見直し 

議論の結果を踏まえて、組織の役職を統合した 

別々に実施していた行事をまとめて行うなど、行事の掛け合せや廃止に取り

組んだ 

■地域課題の解決に向けた事業への取組 

高齢者の足の問題解決に向けた移送支援の社会実験の実施 

買い物弱者対策の取組の実施  
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(２)佐用町 

佐用町は、兵庫県西部の山間部にある人口約１万５千人の町です。 

平成１７年の４町合併時に、住民と行政がそれぞれの立場や役割を明確にしながら、協力

し合い、よりよい地域づくりを実践する「協働のまちづくり」の実践が掲げられ、平成１８年

度に「地域づくり協議会」が設立されました。 

発足後１０年がたち、様々な成果がある一方で課題も明らかになってきたことから、住民

と行政との協働により、「あり方再構築の方針」を令和元年に策定しました。その方向性に

沿って、すべての「地域づくり協議会」が、地域づくりアドバイザーの支援を受けながら、地

域の特性や現状に応じて、組織体制や活動の見直し、多様な人がかかわる仕組みの構築、

事務局体制の整備などを検討するプロジェクト（愛称：みん活）に取り組みました。 

 
●地域運営組織の概要 

位置づけ  佐用町まちづくり基本条例 

名称  〇〇地域づくり協議会 

設立 平成１８年度 

地域単位 旧小学校区単位 （全町域で設立済み） 

団体数 １３ 

 
●地域運営組織の活動概要 

活動 ・生涯学習、スポーツ事業（人権学習、歩こう会、運動会など） 

・地域福祉事業（ふれあい喫茶、見守り事業など） 

・防災防犯事業（防災訓練、防災マップ作り、交通安全啓発など） 

・環境学習事業（清掃活動、廃油回収、ホタル交流活動など） 

・地域学習、伝統文化継承事業（歴史勉強会、盆踊りなど） 

運営 計画 「地域まちづくり計画」を策定  

体制 協議会ごとにセンター長を設置 

拠点 地域内の施設を「地域づくりセンター」として町が整備   

財源 佐用町地域自治包括交付金 

 

●行政による支援 

体制 

 

・担当職員（支所等）と社会福祉協議会などがチームで伴走支援 

・中間支援者として県派遣アドバイザーから支援を受けている 
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●「柔軟な最適化」に向けた取組 

 概要 

活動・組織運営

の振り返り 

■「地域のこれからを語る会」の開催（平成３０年度） 

 中間支援者（作野広和氏（島根大学教授、佐用町地域づくりアドバイザ

ー)）の協力を得て、全ての地域づくり協議会で開催し、悩みや課題、行政

への要望などを把握 

 

■地域づくり協議会「あり方再構築の方針」を策定（令和元年度） 

 「あり方検討委員会」（住民代表、有識者、役場代表）を設置し、地域づく

り協議会のあり方を協議・検討 

意義や方法の

共有 

■みん活の周知（令和元年度） 

 みん活（みんなの地域づくり協議会 活力向上

プロジェクト）を開始することを周知 

実例（モデル）

の形成 

■みん活の取組み（令和元年～４年度） 

 全ての「地域づくり協議会」が、地域づくりアドバイザーの支援を受けな

がら、地域の特性や現状に応じて、組織体制や活動の見直し、多様な人が

かかわる仕組みの構築、事務局体制の整備などを検討 

横展開 ■「みん活フォーラム」 

 事例を学び合うフォーラムを毎年開催 

 令和 5・6 年度は分科会形式とし、参加者が聞

きたいテーマを選択し、話し合いながら学べる

機会とした。 

 

取組の総括 ■みん活の検証（令和 6 年度） 

 みん活の検証作業に取り組んでいる。 

［参考資料］ 

佐用町ホームページ 佐用町地域づくり協議会 
あり方再構築の方針 

さよらく 
（コミュニティ活動の紹介） 

  

 

 

 

 

みん活ロゴマーク 

さようみん活フォーラム 2024 
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●「柔軟な最適化」に取り組んだ地域運営組織の事例 

名称 長谷地域づくり協議会 

取組背景 ・自治会長やセンター長に役割などが集中し、大きな負担となっていた。 

・地域の福祉に将来的な不安を持っている人が多く見られた。 

最適化の 

検討 

■長谷おしゃべりサロン 

 地域の福祉について話し合う場を設けた。 

■地域福祉についてのアンケート 

 全住民を対象としたアンケートを実施し、できそうな福祉の内容を検討した。 

検討成果 ■慣例的な「充て職」を改め組織再編 

 各部の部長、副部長を、自治会長以外の委員から選出した。 

■「長谷助け合い隊」の設立 

 地域福祉アンケートの結果より、困りごとのある長谷地域住民を、同じ長谷地

域住民が助ける組織として「長谷助け合い隊」を設立した。 
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５．「柔軟な最適化」に向けた取組方法             

ここでは、11 ページに示した５つのステップについて、取組方法を示します。 

 

【ステップ１】 「柔軟な最適化」に向けての学び 

この手引きを読むことや、市区町村が開催する勉強会に参加するなどして、「柔軟な最適

化」の考え方や取組方法についてのイメージを高めます。 

●市区町村が開催した勉強会の事例 

白石笑顔未来塾（白石市） 

 白石市では、「行事やイベントを沢山やっているのに地域が元気にならない」など、地域づ

くりの取組に対する行き詰まり感の声が聞こえていた。  

 地域づくりのヒントを見つける場として「白石笑顔未来塾」を開催したところ、市内の２地

域から個別での研修会の開催、さらには具体的な見直しへとつながっていった。 

 

 

 

（資料）白石市「白石市の公民館を核とした住民主体の地域づくり」 
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【ステップ２】 現状の総括と取組方針の検討 

「地域運営組織は何のためにあるのか」、将来を見据えて「このままでよいのか」といった

ことについて運営委員会や役員会、事務局などで協議し、「柔軟な最適化」に取り組むこと

を決定します。 

現状の総括にあたっては、地域運営組織に対する様々な住民意見を把握するために意見

交換会や住民アンケートを行うことや、地域運営組織の取り組みをサポートできる中間支援

者を招いた勉強会を開催し、進め方について助言を得ることも有効です。 

●意見交換会や住民アンケートの事例 

住民の意見を把握する取り組み（佐用町） 

■意見交換会（上月地域づくり協議会） 

 協議会の役員、若いお母さん、働き盛りの男性の意見を聞いた。多くの課題がある中か

ら、特に重要と思われるものを柱として検討していくこととした。 

 

■自治会ヒアリング（久崎地域づくり協議会） 

 中間支援者(柏木登起氏（NPO 法人シミンシーズ代表理事）)の協力を得て、全ての自治

会と会合を持ち、会長・役員の意見を把握した。 

 

■住民アンケート調査（徳久地域づくり協議会） 

 地域住民（１８歳以上）にアンケートを実施した。 

   ①協議会とその活動に対する認知や参加度 

   ②今後取り組んで欲しい、支援して欲しいことの有無 

   ③協議会活動のスタッフとして参加してみたいと思うか？ 

（資料）佐用町地域づくり協議会「みんなの課題・みんなの工夫～みん活事例収集～」 

 

住民の意見を把握する取り組み（白石市） 

■住民アンケート調査（斎川まちづくり協議会） 

 中学生以上の全住民にアンケートを実施した。家族であっても内容が見ることができない

ように一人一人封筒に入れて回答を回収した。 

 

■若者会議、中堅世代会議の開催（斎川まちづくり協議会） 

 若者会議（中学生～２９歳対象）を「年長者の立入禁止」で開催した。また、中堅世代会議

（３０～４９歳対象）を開催した。 

（資料）白石市「白石市の公民館を核とした住民主体の地域づくり」 
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【ステップ３】 「柔軟な最適化」に向けた検討会の開催 

「柔軟な最適化」に向けての検討会を開催します。改めて、地域運営組織の役割や大切に

したい考え方を共有し、活動や組織運営の見直しアイデアを検討します。 

 （進め方例） 

  テーマ 内容 

第１回 現状と将来見通しを共有する 人口見通しなどのデータ共有 

既存の資源・活動の棚卸し 

第２回 ありたい暮らしの姿を語り合う ありたい暮らしの姿 

このように暮らしたい 

このままでは、こんな不安がある 

地域運営組織はこんな役割を担ってほしい 

第３回 活動・組織運営の見直しアイデア ありたい暮らしの姿の実現に必要な活動のアイデア 

実行するための活動・組織運営の見直しアイデア 

第４回 当面取り組むことの確認 アイデアを選択し、体制・財源・スケジュールを検討 

・ 

 

●検討会や検討ステップの事例 

きらり斎川笑アップ塾（斎川まちづくり協議会（白石市）） 

地域の課題を探りその解決のため、住民と共に学び、考え実現するための連続講座を、

中間支援者（斎藤主税氏（NPO 法人都岐沙羅パートナーズセンター事務局長）が講師とな

り、開催した。平成 30 年度に行った全住民アンケートの結果を基に、SNS（LINE）の活用

や世代別の若者会議、役員と行事の棚卸し、地域円卓会議を行うなど、「誰もが安心して暮

らしやすい斎川」を目指して活動した。 

 

（資料）白石市ホームページ 
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持続可能な地域づくりのための見直しステップ（新潟市） 

 新潟市では、持続可能な地域づくりのための見直しステップを設定し、これに沿って令和

元年度と２年度に「地域コミュニティ協議会育成モデル事業」を実施している。 

コミ協自らが地域の現状把握や活動の評価・検証を行い、もともと持っている力を発揮し

て活動の見直しを考え実行できるような内容としている。 

 

（資料）新潟市「新潟市地域コミュニティ協議会運営ハンドブック」 

 

コミュニティ計画の改定（伊手振興会（奥州市） 

 伊手振興会では、中間支援者（若菜千穂氏（NPO 法人いわて地域づくり支援センター常務

理事））の支援を受けて、令和２年９月から１年をかけてコミュニティ計画を改定した。検討会

には毎回３０人を超える参加があった。 

 

（資料）いわて地域づくり支援センター 
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●現状把握の取組事例 

地域の将来見通しの共通認識を作るための勉強会（新潟市） 

 地域カルテや国勢調査などの人口データから予測される将来の姿を専門家の解説を元に

学んだ。 

 

（資料）新潟市「新潟市地域コミュニティ協議会運営ハンドブック」 

運営や活動にかけている活動量の洗い出し（新潟市） 

 負担軽減と必要な活動を行う体制の見直し、内容の向上に生かすために、ワークシートを

提供し、運営や活動にかけている時間と人数、内容や成果の「見える化」に活用している。 

 

（資料）新潟市「新潟市地域コミュニティ協議会運営ハンドブック」 
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集落の役などの棚卸し（石井地域づくり協議会（佐用町）） 

 各集落ごとに様々な特徴があったため、自治会長から集落の役や出事についてヒアリン

をした。集落によって、大きく異なることが分かった。似ている集落ごとでグループを分け

る案やそこから一人代表で役に出てもらうなど、様々な議論を行った。 

 

 

（資料）佐用町地域づくり協議会「みんなの課題・みんなの工夫～みん活事例集～」 

 

人口予測マッピング（佐用町） 

 将来の人口を想像しやすくするため「人口予測マッピング」を活用している。 

 

 

（資料）佐用町地域づくり協議会「みんなの課題・みんなの工夫～みん活事例集～」 
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●活動や組織運営の見直しの事例 

住民アンケートの結果を踏まえた見直し（海内地域づくり協議会（佐用町）） 

 海内地域づくり協議会では、住民アンケートの結果を、活動や組織運営の見直しに活用し

ている。 

 

 

（資料）佐用町地域づくり協議会「みんなの課題・みんなの工夫～みん活事例集～」 

役職の統合と行事の掛け合わせ（斎川まちづくり協議会（白石市）） 

 斎川まちづくり協議会では、行事・会議・組織の棚卸しを行ったところ、地域で活躍してい

る世代の負担が相当大きいことが確認された。このままでは人数の少ない次の世代に引継

ぎが出来ないと考え、役職の統合と行事の掛け合わせを行うこととした。 

 

 

（資料）白石市「白石市の公民館を核とした住民主体の地域づくり」 
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組織体制の見直し（徳久地域づくり協議会（佐用町）） 

 徳久地域づくり協議会では、自治会長、センター長の負担を軽減するため、誰でも参加で

きるサポーター登録を導入した。自主的に参加するサポーターを増やし、メンバーの定着化

を目指している。 

  

（資料）佐用町地域づくり協議会「みんなの課題・みんなの工夫～みん活事例集～」 

事業推進を行う一般社団法人を別組織として設立（伊手振興会（奥州市）） 

 伊手振興会は、中間支援者（若菜千穂氏（NPO 法人いわて地域づくり支援センター常務理

事））の支援を受けて、農村ＲＭＯの補助金の受け皿として立ち上げた「伊手農村農業活性

化協議会」を設立。さらに、事業推進のため一般社団法人化に至る。 

 

（資料）いわて地域づくり支援センター 
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【ステップ４】 「柔軟な最適化」に向けたアクション 

見直しアイデアを整理し、「まちづくり計画」等にとりまとめます。住民に周知するととも

に、住民の理解・協力を得てアイデアを実行します。  

 

地区計画の作成（白石市） 

 白石市では、各地区で策定した「まちづくり宣言」が計画的に実現できるよう、地区計画の

策定を推進している。地区計画の具体的な内容は、「基本方針」、「具体的な取り組みの方向

性」、「実施事業年度」、「重点施策の記載」となっている。各地区が地区計画を策定するため

に活用できる「地区計画策定支援交付金」制度を創設し、地区計画の策定を支援している。 

 

（資料）白石市「「人と地域が輝く未来共創交付金」の活用について」、白石市資料 
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広報紙の毎月発行（庄瀬地域コミュニティ協議会（新潟市）） 

 庄瀬地域コミュニティ協議会は、活動を住民に周知するために、年３回発行していた広報

誌をＡ４サイズ１枚の毎月発行に変更した。 

 

（資料）新潟市「私たちの色で地域を描くパレット（令和３年度育成モデル事業事例集）」 
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【ステップ５】 学び・交流・ネットワークの場への参加 

市区町村が設ける「学び・交流・ネットワークの場」に参加し、「柔軟な最適化」に取り組ん

だ成果・課題を発表するとともに、他地域での取組事例を学び、活動に活かします。 

 

「さようみん活フォーラム 2024」の開催（佐用町） 

 佐用町では、毎年、事例共有のための「みん活フォーラム」を開催しているが、2024 年度

は分科会形式により開催した。参加者が聞きたいテーマを選択し、話し合いながら学べる機

会とした。分科会として「防災」「福祉」「行事」を設け、中間支援者（作野広和氏（島根大学教

授、佐用町地域づくりアドバイザー)）が進行を行い、地域づくり協議会が発表した。 

 

（資料）佐用町資料 
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６．おわりに                                 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
最後まで読んでいただきありがとうございます。 
 
「柔軟な最適化」の考え方や取組方法について、イメージを掴んでい

ただけたでしょうか？  
 
 本冊子の表紙に「地域運営組織の持続可能な運営に向けて」と副題を
いれています。地域をより良くしてための取り組みに「終わり」はあり
ません。地域課題や住民ニーズの変化に対応して『考え続けていく』こ
とが必要なことを最後に改めてお伝えしたいと思います。 
 
 考え続けていくにあたって、お勧めするのは３段階での振り返りで
す。 

 まずは、「毎年度の振り返り」です。次年度の計画を立てる前に、活動
や組織運営を振り返る場をもち、みなさんで話し合ってください。その
際、単に「増やすこと」「大きくすること」を目指すのではなく、必要な
ことや大事なことが続けられるように、「減らすこと」「やめること」も
選択肢としてもつようにしてください。 

 次は、３～５年度程度での振り返りです。生活課題や住民ニーズを把
握し、今後の進むべき方向性をとりまとめたビジョン・方針を更新しま
す。 

 最後は、５～10 年程度での振り返りです。地域運営組織を設立した目
的に立ちかえり、組織がどうあるべきかを考えます。大切にされてきた
価値感や考え方を次の世代に引き継いでいく機会ともなります。 
  
 市区町村の職員の皆さんと情報共有・連携・協力するとともに、時に
は中間支援者や都道府県の助けを借りながら、大切だと思うことは「や
ってみよう」と声に出してみましょう。そこからきっと、いろいろな知
恵やアイデア・工夫が生まれてくるでしょう。 

研究会 
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７．参考資料                                  

（１）参考資料 

資料 概要 二次元コード 

総務省ホームページ 地域運営組織のＰＲ動画や市区町村別の地

域運営組織数、調査研究事業の報告書、事

例集、全国セミナーの案内などを掲載してい

ます。  

地域運営組織 

研修用テキスト 

(総務省) 

 

地域運営組織の形成方法や、課題解決のヒ

ントとなるような先進的な取組や解決方策

について、分かりやすく取りまとめたテキス

ト。  

地域運営組織の形成

及び運営に向けた 

 「ワークショップ手

法」を活用した 話し

合いのすすめ 

地域運営組織が形成されるとともに、安定し

て効果的に運営されていくよう、市区町村と

地域との話し合いをうまく進めるにあたっ

ての参考としてハンドブックを作成した。 

 

地域と行政の今後の

あり方報告書 

（雲南市） 

地域自主組織が発足して 10 年以上が経過

したことから、地域自主組織と行政との合同

プロジェクトチームにおいて、今後 10 年を

見据えて持続可能なまちづくり、地域づくり

の方策を検討した。 
 

佐用町地域づくり協

議会 あり方再構築

の方針(佐用町) 

地域づくり協議会について、地域・行政の双

方が振り返り、必要な部分は見直していくこ

とで、今後も継続していける組織を目指すた

め『佐用町地域づくり協議会のあり方再構築

の方針』を策定した。 
 

新潟市地域コミュニ

ティ協議会運営ハン

ドブック 

（新潟市） 

協働の主たるパートナーである地域コミュニ

ティ協議会の運営の透明性や公平性を図

り、その基盤を強化するためハンドブックを

作成している。  

地域コミュニティ組

織の設立・運営にか

かるガイドブック 

(大分県) 

高齢化集落対策としてネットワーク・コミュニ

ティの構築を推進しており、その中心となる

地域コミュニティ組織の設立を検討している

地域住民や、その支援主体である市町村職

員向けにガイドブックを作成した。 
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資料 概要 二次元コード 

地域コミュニティ組

織に係る施策ガイド

ブック 

（大分県） 

地域コミュニティ組織は基本的に住民主体

によるものであるが、その持続的な運営の

ためには自治体の支援は必要不可欠である

ため、市町村職員を対象として、県内の先進

事例を交えたガイドブックを作成した。 

 

ネットワーク・コミュ

ニティ事例集 

（大分県） 

県内の地域コミュニティ組織の取組につい

て、他の組織の課題解決や新しい活動のヒン

ト、さらには組織同士の交流促進となるよ

う、事例集を作成した。 

 

 

      
 

（２）本テキストで紹介した事例団体一覧 

（敬称略、掲載順） 

（自治体） 
自治体名 該当頁 二次元コード 

兵庫県佐用町 
P12 、 19 、 20 、 23 、

27、28、29、32 

 

新潟県新潟市 P13、25、26、31 

 

宮城県白石市 
P16 、 17 、 22 、 23 、

24、28、30 
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（地域運営組織） 

団体名 該当頁 二次元コード 

斎川地区まちづくり協議会 

（宮城県白石市） 
P17、18、23、24、28 

 

長谷地域づくり協議会 

（兵庫県佐用町） 
P21 

 

上月地域づくり協議会 

（兵庫県佐用町） 
P2３ 

 

久崎地域づくり協議会 

（兵庫県佐用町） 
P２３ 

 

徳久地域づくり協議会 

（兵庫県佐用町） 
P２３、２９ 

 

伊手振興会 

（岩手県奥州市） 
P２５、２９ 

 

石井地域づくり協議会 

（兵庫県佐用町） 
P２７ 

 

海内地域づくり協議会 

（兵庫県佐用町） 
P２８ 

 

庄瀬地域コミュニティ協議会 

（新潟県新潟市） 
P３１ 
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（中間支援者（組織含む）） 

氏名、団体名 該当頁 二次元コード 

若菜千穂 

（NPO 法人いわて地域づくり 

支援センター 常務理事） 

P２５、２９ 

 

柏木登起 

（NPO 法人シミンシーズ 代表理事） 
P２３ 

 

斎藤主税 

（NPO 法人都岐沙羅パートナーズ 

センター 事務局長） 

P１７、１８、2４ 

 

作野広和 

（島根大学 教育学部 教授） 
P20、３２ 

 

 
 


